
新たな「協同農業普及事業の実施に関する方針（平成２８～３２年度 」の策定について）

平成２８年４月２１日

とっとり農業戦略課

「協同農業普及事業」は、農業改良助長法に従い国と都道府県が協同で実施する事業です。

当事業の実施に当たっては、農林水産大臣が基本的な事項を国 協同農業普及事業の運営に関す「

る指針（以下「運営指針 としておおむね５年ごとに定め、これに独自の取り組みも盛り込みなが」）」

ら各都道府県「協同農業普及事業の実施に関する方針（以下「実施方針 」を定めることとされ」）

ています。

平成２７年５月に、国が新たな「運営指針」の告示を行ったことから、本県も内容の検討を進め、

新たな「実施方針（平成２８～３２年度 」を策定しました。）

１ 新たな国「運営指針 、県「実施方針」の策定概要」

２ 本県「実施方針」策定の経過

普及員代表者等によるワーキンググループを設置、ここで検討した原案に関して普及所長

会議等で繰り返し議論と修正を重ね 「実施方針 （案）を作成した。、 」

当案を基に、市町村、農業団体等の関係機関に対し意見照会を実施、修正を加え完成した。

３ 新たな本県「実施方針」の取り扱いと推進

（１）完成した「実施方針」を国に報告。また、関係機関にも周知し、本県ＨＰでも公表する。

（２）とっとり農業戦略課（研究・普及推進室）は、当方針に従い、現場からの要請に基づく

高度な専門的課題の解決に取り組むと共に、継続的して普及組織体制の点検や普及員の人

材育成活動を推進する。

（３）各農業改良普及所は、各地域の農業・農村振興上の課題解決や 「鳥取県農業活力増進、

プラン」の推進等に的確に当たれるよう、課題ごとの取り組みを具体化した「普及活動計

画」を毎年度作成、これに従い栽培にかかる新技術や経営改善の現地指導等を実施する。

国　「運営指針」 県　「実施方針」

 ・普及指導活動の基本的な課題

 ・普及指導員の配置に関する基本的事項

 ・普及指導員の資質の向上に関する基本的事項

 ・普及指導活動の方法に関する基本的事項

 ・その他協同農業普及事業の運営に関する基本的事項

 ○国と都道府県の役割の明確化

　・国 － 県間連携、資格試験実施、研修の実施 等

　・県 － 人員確保、外部評価の実施 等

 ○各都道府県に外部評価の実施、結果公表を義務づけ

 ○公的機関として担うべき分野の取り組みを強化

　・新規就農者支援、地域の合意形成、等への対応

 ○民間活力の活用を推進

 ○各都道府県に人材育成計画の策定を義務づけ

 ○研究開発への普及組織の参画促進

 ○先進的な農業者とのパートナーシップの構築を推進

定める
べきと
される
事　項

今回の
策定の
ポイント

　左記を反映の上、本県は以下を追加して明記

○普及活動が対象とする主要課題を明確化。なお、「鳥取
県農業活力増進プラン」を着実に進行するため、当プラン
に基づく普及指導活動を展開するよう冒頭に記載

○多様な担い手育成を最重要のテーマと考え、関係機関と
連携しながら普及活動の機能を最大限に発揮し、実現する
ことを目標化

○普及活動の高度化をより一層進めるため、活動手法の中
にＩＣＴ（情報通信技術）を導入し、効果の高い普及活動
の実現に向けた検討を進める点

○平成２４年度に新設した「総合支援班」を、新規就農者
対応と６次化推進の窓口とするにとどめず、普及活動にお
ける農業の担い手対策全般の中枢として機能することをね
らいに体制を構築した点

 ・普及指導活動の課題
　

 ・普及指導員の配置に関する事項
　

 ・普及指導員の資質の向上に関する事項
　

 ・普及指導活動の方法に関する事項


